





支援の方策を開発することである。 研究目的を達成するために、以下の 3 つの研究テーマをた
てた。 
1.日本における地域在住高齢者の Frailty の特徴について日本語版 Tilburg Frailty 
Indicator(TFI)を用いて明らかにした。 
2. An integral conceptual model of frailty(Gobbens, 2010a)」の概念モデルを改訂し、日本におけ
る地域在住高齢者において、概念モデルの検証を行った。 
3. 日本の地域在住高齢者の Frailty の概念的枠組みは、文献検討と An integral conceptual 








ス研究安全倫理委員会において承認後の平成 27年 11月～平成 28年 2月までであった。(承認
番号 15046)。 
文献検討では、PubMed 及び医中誌より「Frailty」、「地域在住高齢者」にて検索し Frailty の用
法、定義の変遷、概念モデルの変遷について時系列にまとめた。次に構成概念を明らかにする
ため、Frailty の特徴、Frailty に関連する要因、Frailty の結果についてコード化後、カテゴリーに
分類し、その後定義を示した。 
次に「一部改訂した An integral conceptual model of frailty」をもとに作成した Tilburg Frailty 














概念のモデルの適合度は、 χ2=0.010、 df=１、 p=921、GFI=1.00、AGFI=1.00、CFI=1.00、
RMSEA=0.00 と良好であった。社会的要素が心理的要素に影響を与え、心理的要素が身体的
要素に影響を与えるという構造が明らかになった。 
さらに再構築した Frailtyモデルの構成概念の構造と関連する要因の関係性について検証した。
Frailty モデルの適合度は、χ2=107.23、df=69、p<0.01、GFI=0.907、AGFI=0.859、CFI=0.855、
RMSEA=0.062 と良好であった。 
Frailty モデルの関係性は、【社会経済的要因】、【老いへの対処】によって【身体的 Frailty】が
高くなること、また【身体的 Frailty】により【Frailty の転帰】が影響を受けることが明らかになった。
構成概念の適合度は、 χ2=47.695、df=39、p=0.16、GFI=0.901、AGFI=0.901、CFI=0.939、
RMSEA=0.039 と良好であった。また【社会経済的要因】は【身体的 Frailty】、【心理的要因】及び
【老いへの対処】と影響していた。そして、【心理的要因】の影響を受けた【老いへの対処】が【身
体的 Frailty】へ影響を与えるという構造が明らかになった。 
 
【考察】  
TFI を用いた地域在住高齢者の Frailtyの特徴は、諸外国と比較し高く、日本人高齢者は心身
の衰えに対して消極的であり自分自身の身体機能を評価することで、ネガティブな回答となること
が推察される。 
また、ライフスタイルの満足が身体的要素や心理的要素へ影響を与えていた。ライフスタイルが
改善されることで、人間関係の充実、良好な経済状態、身体活動性、社会活動性の充実が向上
することが報告されている(森本, 2001)。高齢者にとってライフスタイルの満足感が、生活の質の
向上へ貢献し、より充実した日常生活をおくる糧となることから、ライフスタイルの在り方が重要とな
る。 
さらに、再構築したFrailtyのモデルの新たな構造が明らかになった。社会経済的要因は、身体
的 Frailty のみならず心理的要因、老いへの対処へ影響を与えており、生活の基盤を支える社会
経済的要因が、それぞれの変数に影響を及ぼしていた。また、心理的要因であるライフイベント
やうつなどの要因は、老いへの対処を経て身体的Frailtyである身体活動等に影響を及ぼす構造
が示された。老いへの対処は、身体的 Frailtyへの対処の動機づけとなることが示された。 
高齢者が老いて生活するための対処方法や準備状況を把握し、介入していくことが、Frailty な
状態を遅らせ、QOL を維持することにつながると予測されるため看護師は、高齢者の老いに対す
る向き合い方をともに理解し、対応することが求められている。 
 
